大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例及び職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例
（職員の給与に関する条例の一部改正）
第一条　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（手当）

第十条　職員には、給料のほか、この章に定めるところにより、次に掲げる手当を支給する。

　一―二十二　（略）

（義務教育等教員特別手当）
第二十四条の三　（略）

２・３　（略）

４　第一項及び前項において「教育職員」とは、校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。
（委任）

第三十一条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

　ロ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、小学校又は中学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）


	（手当）

第十条　職員には、給料のほか、本章に定めるところにより、次の各号に掲げる手当を支給する。

　一―二十二　（略）

（義務教育等教員特別手当）
第二十四条の三　（略）

２・３　（略）

４　第一項及び前項において「教育職員」とは、校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。
（条例の施行）

第三十一条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

　ロ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、小学校又は中学校に勤務する校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）



	
	


第二条　職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（手当）

第十条　（略）

　一―十二　（略）

　十三　災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含む。以下同じ。）

　十四―二十二　（略）

（災害派遣手当）

第二十条　災害派遣手当は、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第三十二条第一項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号）第百五十四条及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）第四十四条において読み替えて準用する場合を含む。）に規定する職員で、住所又は居所を離れて府の区域内に滞在するものに対して支給する。

２　（略）
	（手当）

第十条　（略）

　一―十二　（略）

　十三　災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含む。以下同じ。）

　十四―二十二　（略）

（災害派遣手当）

第二十条　災害派遣手当は、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第三十二条第一項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号）第百五十四条において準用する場合を含む。）に規定する職員で、住所又は居所を離れて府の区域内に滞在するものに対して支給する。

２　（略）

	
	


（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第三条　職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（防疫等作業手当）

第九条　（略）

　一（略）

　二　家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第百六十六号）第二条に規定する家畜伝染病（流

　　行性脳炎、狂犬病、炭EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(そ),疽)、ブルセラ病及び鼻
　　疽に限る。）又は感染症の予防及び感染症の

　　患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十四条に規定する感染症（以下これらを「家畜伝染病等」という。）に関し、次に掲げる職員が、それぞれ次に定める業務に従事したとき。

　　イ・ロ　（略）

　三　（略）

２　（略）

（社会福祉等業務手当）

第十四条　（略）

２　（略）

　一　前項第一号（ニを除く。）及び第二号に規定する業務　六百円（児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第八条第二項の児童の安全の確認を行うための措置その他の同法第二条に規定する児童虐待への対応に関する業務で人事委員会規則で定めるものに従事した場合にあっては、その額に五百五十円を加算した額）

　二　（略）

（外国勤務手当）

第十八条　（略）

２　外国勤務手当の額は、一月につき、在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和二十七年法律第九十三号）の規定をその職員に適用するとした場合に支給されることとなる在勤手当のうち、在勤基本手当、住居手当及び子女教育手当の額（在勤基本手当にあっては同法の規定による額に百分の八十を乗じて得た額とし、住居手当にあっては同法の規定による限度の額に百分の八十を乗じて得た額を限度とした場合の額とする。）の合計額に相当する額で任命権者が人事委員会と協議して定めるものとする。

（夜間教育等勤務手当）

第二十条　（略）

一　（略）

二　夜間中学校に勤務する校長又は副校長若しくは教頭（夜間学級に係る校務を本務とする副校長又は教頭に限る。）が、夜間学級に係る校務の整理等の業務に従事したとき。

２　（略）

（委任）

第二十六条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
	（防疫等作業手当）

第九条　（略）
　一（略）

　二　家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第百六十六号）第二条に規定する家畜伝染病（流

　　行性脳炎、狂犬病、炭EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(そ),疽)、ブルセラ病及び鼻
　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 9(そ),疽)に限る。）又は感染症の予防及び感染症の

　　患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十四条に規定する感染症（以下これらを「家畜伝染病等」という。）に関し、次に掲げる職員が、それぞれ次に定める業務に従事したとき。

　　イ・ロ　（略）

　三　（略）

２　（略）

（社会福祉等業務手当）
第十四条　（略）

２　（略）

　一　前項第一号（ニを除く。）及び第二号に規定する業務　六百円（児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第八条第二項の児童の安全の確認を行うための措置その他の同法第二条に規定する児童虐待への対応に関する業務（人事委員会規則で定めるものに限る。）に従事した場合にあっては、その額に五百五十円を加算した額）
　二　（略）

（外国勤務手当）

第十八条　（略）

２　外国勤務手当の額は、一月につき、在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和二十七年法律第九十三号。以下この項において「法」という。）の規定をその職員に適用するとした場合に支給されることとなる在勤手当のうち、在勤基本手当、住居手当及び子女教育手当の額（在勤基本手当にあっては法の規定による額に百分の八十を乗じて得た額とし、住居手当にあっては法の規定による限度の額に百分の八十を乗じて得た額を限度とした場合の額とする。）の合計額に相当する額で任命権者が人事委員会と協議して定めるものとする。

（夜間教育等勤務手当）

第二十条　（略）

一　（略）

二　夜間中学校に勤務する校長又は教頭（夜間学級に係る校務を本務とする者に限る。）が、夜間学級に係る校務の整理等の業務に従事したとき。

２　（略）
（委任）

第二十六条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。



	
	


附　則

　この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、規則で定める日から施行する。
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